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１．事例の概要 

  １回経産婦。妊娠３５週２日、妊産婦は出血や破水感はなかったが、下腹

部痛があり入院となった。入院時、腹部の痛みにより、苦痛様表情が著明で

あった。助産師は分娩進行が早いことが考えられると判断したが、医師の内

診では、子宮口は開大しておらず、胎児心拍数は６０拍／分台であり、回復

する様子はみられなかったため、緊急帝王切開で児を娩出した。羊水量は正

常で、混濁はなかった。大量の凝血がみられ、常位胎盤早期剥離と診断され

た。出血量は１１２０ｇであった。臍帯の長さは３８ｃｍで、臍帯巻絡はな

かった。胎盤の病理組織学的検査は行われなかった。 

  児の在胎週数は３５週２日で、体重は２０３４ｇであった。アプガースコ

アは、１分後、５分後ともに２点（心拍１点、呼吸１点）で、臍帯動脈血ガ

ス分析値は、ｐＨ６．７４０、ＰＣＯ２５５．１ｍｍＨｇ、ＰＯ２３１．７ｍ

ｍＨｇ、ＨＣＯ３
－７．０ｍｍｏｌ／Ｌ、ＢＥ－２７．８ｍｍｏｌ／Ｌであっ

た。生後６分に気管挿管が行われ、その後、ＮＩＣＵへ搬送となった。入院

時所見から中等症以上の低酸素性虚血性脳症と診断された。生後３日目の頭

部ＣＴスキャン、生後１２日目の頭部ＭＲＩにおいて、いずれも基底核、視

床に低吸収域、壊死性変化および広範な皮質を含む大脳半球障害が認められ

た。 
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  本事例は、病院における事例であり、産婦人科専門医２名（経験１５年、

３０年）、産科医１名（経験１年）、小児科医３名（経験１年～２５年）、麻酔

科医１名（経験２０年）と助産師５名（経験１年～２０年）が関わった。 

    

２．脳性麻痺発症の原因 

  本事例における脳性麻痺発症の原因は、急性発症型の常位胎盤早期剥離に

起因する胎児低酸素状態が児娩出まで持続したことと考えられる。急激な胎

盤剥離の進行によって生じた重症かつ進行性の胎児低酸素症により、重症低

酸素性虚血性脳症を発症したものと推測される。なお、常位胎盤早期剥離の

発症関連因子は認められず、発症の原因は不明である。 

    

３．臨床経過に関する医学的評価 

妊娠中の外来管理は一般的である。妊産婦から連絡を受けた際の受診の指

示は一般的である。入院時の助産師の対応として、胎児心拍数を確認しなか

ったことは一般的ではない。入院から緊急帝王切開術による児の娩出までの

対応は適確である。新生児蘇生と新生児搬送の対応は一般的である。 

    

４．今後の産科医療向上のために検討すべき事項 

１）当該分娩機関における診療行為について検討すべき事項 

ア．診療録の記録について 

本事例では、入院から緊急帝王切開に至るまでの経過に関して、手術

記録が助産師の記録のみで、医師の記載がない。医師の記録について、

診療録の記載を徹底する必要がある。 

イ．妊産婦の保健指導について 

本事例では、入院時に妊産婦は「胎動の有無は気にしていなかったの
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で分からなかった」とある。胎動に関する妊産婦教育は極めて重要で、

特に本事例のように常位胎盤早期剥離の早期発見には、胎動減少感や胎

動消失がきっかけとなる場合もある。母親学級や両親学級などで具体的

な事例をあげて、胎動に関する教育を徹底することが望まれる。また、

腹痛や出血など妊娠中の異常な症状やその対応について指導することが

望まれる。 

 

２）当該分娩機関における設備や診療体制について検討すべき事項 

妊娠後半期に妊産婦が性器出血や腹痛を訴える場合は、常位胎盤早期剥離

の発症を考慮して対応する必要がある。本事例では、性器出血は認められず、

腹痛のみの訴えであるが、常位胎盤早期剥離の可能性も否定できないため、

胎児心拍数を確認することが必要な事例と考えられる。このような妊産婦が

来院した際は、速やかに胎児心拍数を確認するよう、院内での教育を行うこ

とが望まれる。 

 

３）わが国における産科医療について検討すべき事項 

（１）学会・職能団体に対して 

   ア．胎動の妊産婦教育について 

胎動の自覚は、ある程度信頼される胎児健常性の指標である。妊産

婦教育において胎動に関する教育の啓発が望まれる。 

イ．妊産婦受診時の医療スタッフの対応について 

妊産婦の緊急および時間外受診時には、胎動減少感の有無の問診と

併せて、速やかに胎児心拍数の確認を行うことを周知することが望ま

れる。 

ウ．常位胎盤早期剥離の研究について 
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常位胎盤早期剥離の発生機序の解明、および予防方法や早期診断に

ついて、研究を推進することが望まれる。 

（２）国・地方自治体に対して 

特になし。 

 


